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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第62期 

第２四半期 
連結累計期間 

第63期 
第２四半期 
連結累計期間 

第62期 

会計期間 
自平成29年１月１日 
至平成29年６月30日 

自平成30年１月１日 
至平成30年６月30日 

自平成29年１月１日 
至平成29年12月31日 

売上高 （百万円） 18,355 19,278 38,700 

経常利益 （百万円） 1,180 1,080 2,758 

親会社株主に帰属する四半期（当期）純

利益 
（百万円） 1,026 644 2,386 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 524 △313 2,751 

純資産額 （百万円） 33,523 33,719 35,252 

総資産額 （百万円） 43,290 43,908 45,656 

１株当たり四半期（当期）純利益金額 （円） 78.79 50.18 183.72 

潜在株式調整後１株当たり四半期（当

期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 77.4 76.8 77.2 

営業活動によるキャッシュ・フロー （百万円） 1,534 1,231 3,013 

投資活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △2,311 △152 △2,336 

財務活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △1,682 △1,229 △2,193 

現金及び現金同等物の四半期末（期末）

残高 
（百万円） 12,141 12,906 13,282 

 

回次 
第62期 

第２四半期 
連結会計期間 

第63期 
第２四半期 

連結会計期間 

会計期間 
自平成29年４月１日 
至平成29年６月30日 

自平成30年４月１日 
至平成30年６月30日 

１株当たり四半期純利益金額 （円） 36.02 42.20 

 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

   ２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

   ３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

 

２【事業の内容】

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

  また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものであります。

 

(1) 業績の状況 

 当第２四半期連結累計期間における世界経済は、米国においては、現政権による経済政策が支えとなり、雇用

情勢は改善を続け、企業の設備投資や内需は拡大基調にあります。中国においては、個人消費は底堅いものの、

インフラ投資は伸び悩むなど減速傾向にあります。また、他のアジア地域においては、設備投資需要を背景に、

景気は概ね堅調に推移しております。 

 一方、我が国経済は、企業収益の改善を背景に設備投資は持ち直し、雇用・所得環境の改善が進むなど、緩や

かな回復基調が続いております。 

 世界経済全体は、今後も先進国主導の景気拡大基調で推移すると見込まれますが、米国発の貿易政策等海外経

済の不確実性や金融市場の動向の影響、地政学的リスクの高まりから、予断を許さない状況であります。 

 このような経営環境の中で、当社グループは継続して事業領域の拡大に取り組み、利益を生む戦略を推し進め

てまいりました。 

 この結果、当第２四半期連結累計期間の業績につきましては、売上高は19,278百万円（前年同四半期比5.0％

増）、営業利益は1,058百万円（前年同四半期比11.4％減）、経常利益は1,080百万円（前年同四半期比8.5％

減）、親会社株主に帰属する四半期純利益は644百万円（前年同四半期比37.2％減）となりました。

 

セグメントの業績につきましては、次のとおりであります。

日本は、ＯＡ機器・通信機器向けが落ち込み、事業領域の拡大に努めて自動車向け・衛生家庭用品分野が支え

たものの、売上高は4,944百万円（前年同四半期比0.4％減）、営業損失は３百万円（前年同四半期は115百万円の

営業利益）となりました。東南アジアは、スマホ市場の風潮もあり通信機器向けが落ち込みましたが、ＯＡ機

器・ＡＶ機器をはじめ、比較的堅調に推移し、売上高は7,276百万円（前年同四半期比8.1％増）、営業利益は572

百万円（前年同四半期比34.8％増）となりました。中国は、ＯＡ機器を中心とした市場を取り巻く環境の影響も

あり、各拠点とも伸び悩み、売上高は5,398百万円（前年同四半期比2.7％減）、営業利益は127百万円（前年同四

半期比64.5％減）となりました。その他の売上高は1,658百万円（前年同四半期比49.6％増）、営業損失は34百万

円（前年同四半期は34百万円の営業損失）となりました。

 

 当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ1,748百万円減少し、43,908百万円となりま

した。その主な要因は、現金及び預金の減少961百万円及び投資有価証券の減少486百万円であります。負債は、

前連結会計年度末に比べ214百万円減少し、10,188百万円となりました。その主な要因は、支払手形及び買掛金の

減少340百万円であります。純資産は、前連結会計年度末に比べ1,533百万円減少し、33,719百万円となりまし

た。その主な要因は、利益剰余金の減少1,690百万円であります。
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(2)  キャッシュ・フローの状況

 当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、営業活動により1,231百万

円増加、投資活動により152百万円減少、財務活動により1,229百万円減少しました。

 この結果、資金の残高は前連結会計年度末に比べ376百万円減少し、当第２四半期連結会計期間末には12,906百

万円となりました。

 

 当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

  当第２四半期連結累計期間において、営業活動の結果得られた資金は1,231百万円となりました。これは主に、

税金等調整前四半期純利益が1,083百万円であったこと等によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

  当第２四半期連結累計期間において、投資活動の結果支出した資金は152百万円となりました。これは主に、定

期預金の預入による支出3,848百万円及び有形固定資産の取得による支出625百万円であったことに対して、定期

預金の払戻による収入が4,332百万円であったこと等によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

 当第２四半期連結累計期間において、財務活動の結果支出した資金は1,229百万円となりました。これは主に、

配当金の支払額が1,216百万円であったこと等によるものです。

 

(3)  経営方針・経営戦略等

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更は

ありません。

 

(4)  事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第２四半期連結累計期間において当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(5)  研究開発活動

  当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、94百万円であります。

  なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 32,600,000

計 32,600,000

 

②【発行済株式】

 種類

第２四半期会計期間末

現在発行数（株）

（平成30年６月30日）

提出日現在

発行数（株）

（平成30年８月９日）

上場金融商品取引所名

又は登録認可金融商品

取引業協会名

 内容

 普通株式     13,528,929     13,528,929
 東京証券取引所

 市場第一部

単元株式数 

100株 

 計      13,528,929     13,528,929 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

  該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

  該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高

    （株）

資本金
増減額

（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額 

（百万円）

資本準備金残高 
（百万円）

平成30年４月１日

～

平成30年６月30日

－ 13,528,929     －    2,331     －     2,450
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（６）【大株主の状況】

    平成30年６月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

いちごトラスト・ピーティーイー・リミテッド 

（常任代理人 香港上海銀行東京支店） 

1 NORTH BRIDGE ROAD, 06-08 HIGH STREET CENTRE, 

SINGAPORE 179094 

（東京都中央区日本橋3-11-1）  

2,937 21.71 

株式会社三菱UFJ銀行 東京都千代田区丸の内2-7-1  429 3.17 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口） 
東京都港区浜松町2－11－3 425 3.14 

日本生命保険相互会社（常任代理人 日本

マスタートラスト信託銀行株式会社） 

東京都千代田区丸の内1-6-6 日本生命証券管理部

内（東京都港区浜松町2-11-3） 
402 2.97 

日本毛織株式会社 兵庫県神戸市中央区明石町47 385 2.84 

東京中小企業投資育成株式会社 東京都渋谷区渋谷3－29－22 378 2.79 

GOVERNMENT OF NORWAY（常任代理人 シテ

ィバンク、エヌ・エイ東京支店） 

 

BANKPLASSEN 2,0107 OSLO 1 OSLO 0107 NO 

（東京都新宿区新宿6－27－30） 
336 2.48 

BBH FOR FIDELITY LOW-PRICED STOCK FUND

(PRINCIPAL ALL SECTOR SUBPORTFOLIO) 

（常任代理人 三菱UFJ銀行） 

 

245 SUMMER STREET BOSTON,MA 02210 

U.S.A.（東京都千代田区丸の内2－7－1 

決済事業部） 

330 2.44 

第一生命保険株式会社（常任代理人 資産

管理サービス信託銀行株式会社） 

 

東京都千代田区有楽町1－13－1（東京都中央区晴海

1-8-12 晴海アイランドトリトンスクエアオフィス

タワーZ棟） 

 

304 2.24 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会

社（信託口） 
東京都中央区晴海1－8－11 291 2.15 

計 － 6,218 45.97 

（注）１．上記のほか当社所有の自己株式689千株（5.10％）があります。

   ２．株式会社三菱UFJフィナンシャル・グループから平成30年４月16日付で公衆の縦覧に供されている変更報告書

     により、平成30年４月９日現在で以下の株式を保有している旨が記載されているものの、当社として当第２四

     半期会計期間末における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には株主名簿上の所有株

     式を記載しております。

     なお、その変更報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所 保有株券等の数（株） 株券等保有割合（％） 

株式会社三菱UFJ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 429,000 3.17

三菱UFJ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 353,740 2.61

三菱UFJ国際投信株式会社 東京都千代田区有楽町一丁目12番１号 32,100 0.24

 
 

- 5 -



（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

  平成30年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式      689,300 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式   12,817,000               128,170 －

単元未満株式 普通株式       22,629 － 1単元(100株)未満の株式 

発行済株式総数            13,528,929 － －

総株主の議決権 －               128,170 －

  （注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が300株含まれております。

      また、「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数３個が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成30年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称  所有者の住所
自己名義所有

株式数（株）

他人名義所有

株式数（株）

所有株式数の

合計（株）

発行済株式総数

に対する所有

株式数の割合

（％）

千代田インテグレ株式会社
東京都中央区明石町

４－５
    689,300 ―    689,300   5.10

計  ―     689,300 ―    689,300   5.10

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成30年４月１日から平

成30年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成30年１月１日から平成30年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、アスカ監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成29年12月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成30年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 16,905 15,943 

受取手形及び売掛金 ※１ 9,396 ※１ 9,587 

有価証券 56 166 

商品及び製品 1,730 1,572 

仕掛品 323 445 

原材料及び貯蔵品 2,596 2,490 

繰延税金資産 214 214 

その他 829 479 

貸倒引当金 △5 △6 

流動資産合計 32,048 30,893 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物 10,817 10,899 

減価償却累計額 △6,935 △7,012 

建物及び構築物（純額） 3,882 3,887 

機械装置及び運搬具 8,429 8,305 

減価償却累計額 △5,784 △5,735 

機械装置及び運搬具（純額） 2,644 2,570 

工具、器具及び備品 2,014 2,022 

減価償却累計額 △1,632 △1,654 

工具、器具及び備品（純額） 382 368 

土地 1,578 1,570 

建設仮勘定 57 32 

有形固定資産合計 8,545 8,429 

無形固定資産    

ソフトウエア 312 272 

ソフトウエア仮勘定 6 21 

その他 0 0 

無形固定資産合計 319 293 

投資その他の資産    

投資有価証券 3,725 3,238 

繰延税金資産 120 127 

その他 939 967 

貸倒引当金 △41 △42 

投資その他の資産合計 4,743 4,292 

固定資産合計 13,607 13,014 

資産合計 45,656 43,908 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成29年12月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成30年６月30日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 ※１ 6,262 ※１ 5,922 

短期借入金 1,020 1,020 

1年内返済予定の長期借入金 14 9 

未払法人税等 102 312 

賞与引当金 329 382 

その他 1,194 1,120 

流動負債合計 8,923 8,767 

固定負債    

長期借入金 2 － 

繰延税金負債 951 858 

退職給付に係る負債 441 484 

その他 83 79 

固定負債合計 1,479 1,421 

負債合計 10,403 10,188 

純資産の部    

株主資本    

資本金 2,331 2,331 

資本剰余金 2,450 2,450 

利益剰余金 30,517 28,827 

自己株式 △2,396 △1,281 

株主資本合計 32,903 32,327 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 1,339 990 

為替換算調整勘定 1,043 433 

退職給付に係る調整累計額 △34 △32 

その他の包括利益累計額合計 2,349 1,391 

純資産合計 35,252 33,719 

負債純資産合計 45,656 43,908 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成29年１月１日 

 至 平成29年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成30年１月１日 
 至 平成30年６月30日) 

売上高 18,355 19,278 

売上原価 14,226 15,188 

売上総利益 4,129 4,089 

販売費及び一般管理費 ※ 2,934 ※ 3,031 

営業利益 1,195 1,058 

営業外収益    

受取利息 53 64 

受取配当金 34 42 

その他 53 36 

営業外収益合計 142 143 

営業外費用    

支払利息 5 5 

為替差損 139 97 

その他 12 18 

営業外費用合計 156 121 

経常利益 1,180 1,080 

特別利益    

固定資産売却益 94 11 

投資有価証券売却益 80 1 

特別利益合計 175 12 

特別損失    

固定資産除売却損 5 10 

特別損失合計 5 10 

税金等調整前四半期純利益 1,350 1,083 

法人税等 323 438 

四半期純利益 1,026 644 

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,026 644 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成29年１月１日 

 至 平成29年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成30年１月１日 
 至 平成30年６月30日) 

四半期純利益 1,026 644 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △5 △349 

為替換算調整勘定 △493 △610 

退職給付に係る調整額 △2 1 

その他の包括利益合計 △501 △958 

四半期包括利益 524 △313 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 524 △313 

非支配株主に係る四半期包括利益 － － 
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成29年１月１日 

 至 平成29年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成30年１月１日 
 至 平成30年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純利益 1,350 1,083 

減価償却費 503 545 

賞与引当金の増減額（△は減少） 24 54 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 24 47 

受取利息及び受取配当金 △88 △107 

支払利息 5 5 

為替差損益（△は益） 124 41 

投資有価証券売却損益（△は益） △80 △1 

固定資産除売却損益（△は益） △89 △0 

売上債権の増減額（△は増加） 390 △401 

たな卸資産の増減額（△は増加） △256 24 

仕入債務の増減額（△は減少） 175 △153 

その他 △153 △3 

小計 1,929 1,133 

利息及び配当金の受取額 78 111 

利息の支払額 △4 △4 

法人税等の支払額 △542 △266 

法人税等の還付額 73 256 

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,534 1,231 
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    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成29年１月１日 

 至 平成29年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成30年１月１日 
 至 平成30年６月30日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出 △4,888 △3,848 

定期預金の払戻による収入 2,592 4,332 

有価証券の取得による支出 △0 △107 

有形固定資産の取得による支出 △646 △625 

有形固定資産の売却による収入 565 13 

無形固定資産の取得による支出 △59 △28 

投資有価証券の取得による支出 △0 △0 

投資有価証券の売却及び償還による収入 111 29 

その他 13 82 

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,311 △152 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） △500 － 

長期借入金の返済による支出 △7 △7 

自己株式の取得による支出 △0 △0 

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △5 △5 

配当金の支払額 △1,169 △1,216 

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,682 △1,229 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △327 △225 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,786 △376 

現金及び現金同等物の期首残高 14,928 13,282 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 12,141 ※ 12,906 
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（連結の範囲の重要な変更）

 千代達電子製造（広州）有限公司は、平成30年１月11日付で千代達電子製造（中山）有限公司に吸収合併された

ため、第１四半期連結会計期間より、連結の範囲から除外しております。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

 税金費用については、当社及び国内連結子会社は、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期

純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて

計算しております。ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合

には、法定実効税率を用いた計算をしております。

 

（追加情報）

（厚生年金基金の解散について）

 当社が加入しております「全国電子情報技術産業厚生年金基金」は、平成29年12月５日に開催された代議員会の

決議に基づき解散認可を申請し、厚生労働大臣より平成30年３月31日付で基金解散が認可されました。

 なお、現時点では基金の解散による追加負担額は発生しない見込みであります。
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（四半期連結貸借対照表関係）

   ※１．四半期連結会計期間末日満期手形 

    四半期連結会計期間末日満期手形等の会計処理については、手形交換日等をもって決済処理をしております。な

お、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形等が四半期

連結会計期間末日残高に含まれております。 

 
前連結会計年度 

（平成29年12月31日） 
当第２四半期連結会計期間 
（平成30年６月30日） 

受取手形 27百万円 52百万円 

電子記録債権 1 1

支払手形 25 35

 

    ２．当座貸越契約 

   当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行２行と当座貸越契約を締結しております。これら

の契約に基づく当第２四半期連結会計期間末の借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成29年12月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成30年６月30日）

当座貸越極度額 2,300百万円 2,300百万円

借入実行残高 1,020 1,020

差引額 1,280 1,280

 

 

（四半期連結損益計算書関係）

※  販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
 前第２四半期連結累計期間 

（自  平成29年１月１日 
  至  平成29年６月30日） 

 当第２四半期連結累計期間 
（自  平成30年１月１日 

  至  平成30年６月30日） 

給与及び手当 1,068百万円 1,066百万円 

退職給付費用 28 27 

賞与引当金繰入額 191 205 

貸倒引当金繰入額 － 3 

運送費 314 323 

減価償却費 90 107 
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自  平成29年１月１日
至  平成29年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自  平成30年１月１日
至  平成30年６月30日）

現金及び預金勘定 16,294百万円 15,943百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △4,153 △3,037

現金及び現金同等物 12,141 12,906

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成29年１月１日 至 平成29年６月30日）

配当金支払額

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり 
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年３月29日

定時株主総会
普通株式 1,172 90.00 平成28年12月31日 平成29年３月30日 利益剰余金 

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成30年１月１日 至 平成30年６月30日）

配当金支払額

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり 
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年３月29日

定時株主総会
普通株式 1,219 95.00 平成29年12月31日 平成30年３月30日 利益剰余金 
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成29年１月１日 至 平成29年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

              （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 

(注)１ 
合計 

調整額 
(注)２ 

四半期連結 
損益計算書 

計上額 
(注)３   日本 東南アジア 中国 計 

売上高                

(1)外部顧客への売上高 4,967 6,732 5,547 17,247 1,108 18,355 － 18,355 

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高 
1,711 39 357 2,108 11 2,119 △2,119 － 

計 6,678 6,772 5,904 19,355 1,120 20,475 △2,119 18,355 

セグメント利益 

又はセグメント損失（△） 
115 424 358 898 △34 864 330 1,195 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、北米等の現地法人の事業活動を

含んでおります。

２．セグメント利益又はセグメント損失（△）の調整額は、セグメント間取引消去等であります。

３．セグメント利益又はセグメント損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成30年１月１日 至 平成30年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

              （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 

(注)１ 
合計 調整額 

(注)２ 

四半期連結 
損益計算書 

計上額 
(注)３   日本 東南アジア 中国 計 

売上高                

(1)外部顧客への売上高 4,944 7,276 5,398 17,619 1,658 19,278 - 19,278 

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高 
1,684 47 306 2,038 22 2,061 △2,061 - 

計 6,629 7,323 5,704 19,657 1,681 21,339 △2,061 19,278 

セグメント利益 

又はセグメント損失（△） 
△3 572 127 696 △34 661 396 1,058 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、北米等の現地法人の事業活動を

含んでおります。

２．セグメント利益又はセグメント損失（△）の調整額は、セグメント間取引消去等であります。

３．セグメント利益又はセグメント損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

 

前第２四半期連結累計期間
（自 平成29年１月１日
至 平成29年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成30年１月１日
至 平成30年６月30日）

 
１株当たり四半期純利益金額 78.79円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 
１株当たり四半期純利益金額 50.18円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（注）１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成29年１月１日
至 平成29年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成30年１月１日
至 平成30年６月30日）

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
1,026 644

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益金額（百万円）
 1,026 644

普通株式の期中平均株式数（千株） 13,022 12,839

 

 

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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